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報告第１号 

 

市道上にて発生した事故に係る専決処分の報告について 

 

 市道上にて発生した事故に係る損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２

項の規定により報告する。 

 

   令和５年２月２７日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 専 決 処 分 の 日    令和４年１１月２４日 

２ 損害賠償の相手方    ・・・・・・・・ 

              ・・・・・・・・ 

３ 損 害 賠 償 の 額    金６，８５０円 

４ 損害賠償の理由    令和４年９月９日相手方が市道府営住宅四條畷南線を東

から西へ歩行中、大東市北新町２１番地先において、後方

から来た自転車を避けるために路肩に寄ったところ、側溝

上にある格子状の鉄製の溝蓋が破損しており、位置がずれ

ていたことから、当該溝蓋が落下したことにより、側溝に

転落し、相手方を負傷させたので、これに対する損害を賠

償するため。 
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議案第１８号 

 

大東市教育委員会委員の任命について 

 

大東市教育委員会委員 田中 佐知子氏から辞職願の提出があったので、その後任とし

て、次の者を任命いたしたく、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法

律第１６２号）第４条第２項の規定により、議会の同意を求める。 

 

令和５年２月２７日提出 

 

                      大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

住  所    ・・・・・・・・・・・・・・・・ 

氏  名    澤 田  真 由 美 

生年月日    ・・・・・・・・・・ 
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議案第２１号 

 

大東市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の一部を改正する条例

について 

 

 大東市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり

制定する。 

 

   令和５年２月２７日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 非常勤の消防団員に係る資格の喪失の要件を変更することに伴い、所要の改正を行うた

め。 
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大東市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例（平成２７年条例第２号）の一部を

次のように改正する。 

 

 第５条第２項に次のただし書を加える。 

  ただし、第２号に該当する場合のうち、同号に該当することとなった日以後において

も団員としての活動に支障がないと団長が認めたときは、この限りでない。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２２号 

 

   大東市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

する。 

 

   令和５年２月２７日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

粗大ごみの処理手数料について、証紙による収入の方法により徴収することに伴い、所

要の改正を行うため。 
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   大東市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第     号   

 

 大東市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（平成６年条例第３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第２４条第２項中「前項」を「前２項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の

次に次の１項を加える。 

２ 粗大ごみの処理手数料は、証紙による収入の方法により徴収する。 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年７月１日から施行する。 
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議案第２３号 

 

大東市特別職非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例について 

 

 大東市特別職非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を次の

とおり制定する。 

 

   令和５年２月２７日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 大東市いじめ問題対策委員会及び大東市いじめ問題再調査委員会の委員の報酬の額を変

更すること等に伴い、所要の改正を行うため。  
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大東市特別職非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市特別職非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（平成２５年条例第３２号）

の一部を次のように改正する。 

 

 別表第２行政不服審査会委員の項の次に次のように加える。 

大東市いじめ問題再調査委員会委員 時間額 ９，５００円 

別表第２学校運営協議会委員の項の次に次のように加える。 

大東市いじめ問題対策委員会委員長 日額 ８，５００円 

（いじめ防止対策推進法（平

成２５年法律第７１号）第 

２８条第１項に規定する重大

事態（次項において「重大事

態」という。）に係る調査を

行う場合にあっては、時間額

９，５００円） 

大東市いじめ問題対策委員会委員 日額 ７，５００円 

（重大事態に係る調査を行う

場合にあっては、時間額９，

５００円） 

別表第３産業医の項の次に次のように加える。 

大東市いじめ問題再調査委員会調査補助員 時間額 ９，５００円 

大東市いじめ問題対策委員会調査補助員 時間額 ９，５００円 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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議案第２４号 

 

大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例につ 

いて 

 

大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例を次のとおり制

定する。 

 

令和５年２月２７日提出 

 

                     大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

重度障害者、ひとり親家庭及び子どもに係る医療費助成の対象者として、生活保護が停

止されている者を追加することに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日 

条 例 第   号 

  

 （大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第１条 大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例（昭和４８年条例第４４号）の一

部を次のように改正する。 

  

  第２条第２項第１号中「被保護者」の次に「（その保護を停止されている者を除く。）」

を加える。 

  

 （大東市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第２条 大東市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例（昭和５５年条例第１５号）の

一部を次のように改正する。 

  

  第２条第２項第１号中「被保護者」の次に「（その保護を停止されている者を除く。）」

を加える。 

  

 （大東市子どもの医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第３条 大東市子どもの医療費の助成に関する条例（平成５年条例第１５号）の一部を次

のように改正する。 

  

  第３条第２項第１号中「者」の次に「（その保護を停止されている者を除く。）」を加

える。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例、第２条
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の規定による改正後の大東市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例及び第３条の規

定による改正後の大東市子どもの医療費の助成に関する条例の規定は、この条例の施行

の日以後に行われる医療に係る医療費の助成について適用し、同日前に行われた医療に

係る医療費の助成については、なお従前の例による。 
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議案第２５号 

 

大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年２月２７日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運

営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）の一部が改正されたことに伴い、所要の

改正を行うため。 
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大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例

（平成２６年条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２６条を次のように改める。 

第２６条 削除 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２６号 

 

大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例について 

 

 大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年２月２７日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

理      由 

 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）の

一部が改正され、令和５年４月１日から施行されること等に伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第

２４号）の一部を次のように改正する。 

 

 第８条の次に次の１条を加える。 

 （安全計画の策定等） 

第８条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、家庭的保育事

業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安全点検、職員、利用乳幼児等に対す

る事業所外での活動、取組等を含めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活に

おける安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等における安全

に関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、

当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研

修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携が図られる

よう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の

変更を行うものとする。 

 第１１条中「場合は」を「ときは、その行う保育に支障がない場合に限り」に改め、同

条ただし書を削る。 

 第１４条を次のように改める。 

第１４条 削除 

 第１５条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症及び食中毒の予防

及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期

的に実施する」に改める。 
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   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第１４条の改正規定は、公布の

日から施行する。 
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議案第２７号 

 

大東市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年２月２７日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 令和５年度における国民健康保険の保険料率等の特例を定めること等に伴い、所要の改

正を行うため。 
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大東市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市国民健康保険条例（令和４年条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第６条第１項中「４０８，０００円」を「４８８，０００円」に改める。 

 第３８条第１項第２号中「２８５，０００円」を「２９０，０００円」に改め、同項第

３号中「５２０，０００円」を「５３５，０００円」に改める。 

 附則中第１０項を第２２項とし、第９項を第２１項とし、第８項の次に次の１２項を加

える。 

（令和５年度における一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率の特例） 

９ 令和５年度における一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は、第１５条第１項の

規定にかかわらず、次のとおりとする。 

(1) 所得割 一般被保険者に係る基礎賦課総額の市長が告示する割合に相当する額を基

礎控除後の総所得金額等（国民健康保険法施行令第２９条の７第２項第４号ただし書

に規定する場合にあっては、国民健康保険法施行規則（昭和３３年厚生省令第５３号）

第３２条の９に規定する方法により補正された後の金額とする。）の総額で除して得

た割合 

(2) 被保険者均等割 一般被保険者に係る基礎賦課総額の市長が告示する割合に相当す

る額を当該年度の前年度及びその直前の２か年度の各年度における一般被保険者の数

等を勘案して算定した数で除して得た額 

(3) 世帯別平等割 次のアからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ当該アから

ウまでに定める額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 一般被保険者に係る基礎賦課総額の市長が告

示する割合に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の２か年度の各年度に

おける一般被保険者が属する世帯の数等を勘案して算定した数から特定同一世帯

所属者（法第６条第８号に該当したことにより被保険者の資格を喪失した者であ

って、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。
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以下同じ。）と同一の世帯に属する一般被保険者の属する世帯であって同日の属す

る月（以下「特定月」という。）以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該

世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以下「特定世帯」という。）の数に２分

の１を乗じて得た数と特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する一般被保険者の

属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経

過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以

下「特定継続世帯」という。）の数に４分の１を乗じて得た数の合計数を控除した

数で除して得た額 

イ 特定世帯 アに定める額に２分の１を乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定める額に４分の３を乗じて得た額 

（令和５年度における退職被保険者等に係る基礎賦課額の所得割額の算定の特例） 

１０ 令和５年度分の保険料における第１７条の規定の適用については、同条中「第１５

条」とあるのは「附則第９項」とする。 

（令和５年度における退職被保険者等に係る基礎賦課額の均等割額の算定の特例） 

１１ 令和５年度分の保険料における第１８条の規定の適用については、同条中「第１５

条」とあるのは「附則第９項」とする。 

（令和５年度における退職被保険者等に係る基礎賦課額の世帯別平等割額の算定の特例） 

１２ 令和５年度分の保険料における第１９条の規定の適用については、同条第１号中

「第１５条第１項第３号ア」とあるのは「附則第９項第３号ア」と、同条第２号中「第

１５条第１項第３号イ」とあるのは「附則第９項第３号イ」と、同条第３号中「第１５

条第１項第３号ウ」とあるのは「附則第９項第３号ウ」とする。 

（令和５年度における基礎賦課限度額の特例） 

１３ 令和５年度分の保険料における第２０条の規定の適用については、同条中「各年度

において法第８２条の３第３項の規定による通知が行われた日において施行されていた」

とあるのは「当該年度の保険料の賦課期日において施行されている」とする。 

（令和５年度における一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率の特例） 

１４ 令和５年度の一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率は、第２４

条第１項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

(1) 所得割 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額の市長が告示する割合に

相当する額を一般被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等（国民健康保険法施行令
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第２９条の７第３項第４号ただし書に規定する場合にあっては、国民健康保険法施行

規則第３２条の９の２に規定する方法により補正された後の金額とする。）の総額で

除して得た割合 

(2) 被保険者均等割 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額の市長が告示す

る割合に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の２か年度の各年度における一

般被保険者の数等を勘案して算定した数で除して得た額 

(3) 世帯別平等割 次のアからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ当該アから

ウまでに定める額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課

総額の市長が告示する割合に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の２か

年度の各年度における一般被保険者が属する世帯の数等を勘案して算定した数か

ら特定世帯の数に２分の１を乗じて得た数と特定継続世帯の数に４分の１を乗じ

て得た数の合計数を控除した数で除して得た額 

イ 特定世帯 アに定める額に２分の１を乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定める額に４分の３を乗じて得た額 

（令和５年度における退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算

定の特例） 

１５ 令和５年度分の保険料における第２６条の規定の適用については、同条中「第２４

条」とあるのは「附則第１４項」とする。 

（令和５年度における退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の均等割額の算

定の特例） 

１６ 令和５年度分の保険料における第２７条の規定の適用については、同条中「第２４

条」とあるのは「附則第１４項」とする。 

（令和５年度における退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の世帯別平等割

額の算定の特例） 

１７ 令和５年度分の保険料における第２８条の規定の適用については、同条第１号中

「第２４条第１項第３号ア」とあるのは「附則第１４項第３号ア」と、同条第２号中

「第２４条第１項第３号イ」とあるのは「附則第１４項第３号イ」と、同条第３号中

「第２４条第１項第３号ウ」とあるのは「附則第１４項第３号ウ」とする。 

（令和５年度における後期高齢者支援金等賦課限度額の特例） 
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１８ 令和５年度分の保険料における第２９条の規定の適用については、同条中「各年度

において法第８２条の３第３項の規定による通知が行われた日において施行されていた」

とあるのは「当該年度の保険料の賦課期日において施行されている」とする。 

（令和５年度における介護納付金賦課額の保険料率の特例） 

１９ 令和５年度の介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額の保険料率について

は、第３３条第１項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

(1) 所得割 介護納付金賦課総額の市長が告示する割合に相当する額を介護納付金賦課

被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等（国民健康保険法施行令第２９条の７第４

項第４号ただし書に規定する場合にあっては、国民健康保険法施行規則第３２条の 

１０に規定する方法により補正された後の金額とする。）の総額で除して得た割合 

(2) 被保険者均等割 介護納付金賦課総額の市長が告示する割合に相当する額を当該年

度の前年度及びその直前の２か年度の各年度における介護納付金賦課被保険者の数等

を勘案して算定した数で除して得た額 

(3) 世帯別平等割 介護納付金賦課総額の市長が告示する割合に相当する額を当該年度

の前年度及びその直前の２か年度の各年度における介護納付金賦課被保険者が属する

世帯の数等を勘案して算定した数で除して得た額 

（令和５年度における介護納付金賦課限度額の特例） 

２０ 令和５年度分の保険料における第３４条の規定の適用については、同条中「各年度

において法第８２条の３第３項の規定による通知が行われた日において施行されていた」

とあるのは「当該年度の保険料の賦課期日において施行されている」とする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第６条第１項の規定は、この条例の施行の日以後の出産について適用し、同

日前の出産については、なお従前の例による。 
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議案第２８号 

 

大東市手数料条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年２月２７日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）が改正されたこと等に伴い、所要の改正を

行うため。 
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大東市手数料条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市手数料条例（平成１２年条例第４号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表７の項中「、第６３条第３項第５号イ」を「又は第６３条第３項第５号イ」に改め、

「又は第６８条の６９第３項第５号イ若しくは第７号イ」を削り、「、第６３条第３項第

６号」を「又は第６３条第３項第６号」に改め、「又は第６８条の６９第３項第６号若し

くは第７号ロ」を削り、同表１７の項中「宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１

号）」を「宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第５５号）附則第２条

第１項の規定によりなお従前の例によることとされる同項に規定する旧宅地造成工事規制

区域の区域内における宅地造成に関する工事等の規制に係る同法による改正前の宅地造成

等規制法（昭和３６年法律第１９１号。以下この項において「旧法」という。）」に、「宅

地造成等規制法第８条第１項の」を「旧法第８条第１項の」に、「宅地造成等規制法第 

１２条第１項」を「旧法第１２条第１項」に、 

「 

宅地造成等規制法施行規

則（昭和３７年建設省令

第３号）第３０条の規定

に基づく書面の交付 

宅地造成等規制法第２条第２号の規定に基づく宅地造

成に関する工事でないことを証する書面のとき 
を 

宅地造成等規制法第８条第１項又は第１２条第１項の

規定に基づく許可を受けたことを証する書面のとき 

                                       」 

「 

旧法第２条第２号の規定に基づく宅地造成に関する工事でないことを証する書面

の交付 
 に 

旧法第８条第１項又は第１２条第１項の規定に基づく許可を受けたことを証する

書面の交付 

                                       」 

改める。 
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   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表１７の項の改正規定は、令和５年５

月２６日から施行する。 

  

- 24 -



 

 

議案第２９号 

 

   大東市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部を改正する条例について 

 

大東市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和５年２月２７日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６３

号）の一部が改正され、令和５年４月１日から施行されることに伴い、所要の改正を行う

ため。  
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大東市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第     号   

 

大東市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 

第６条の次に次の１条を加える。 

 （安全計画の策定等） 

第６条の２ 事業者は、利用者の安全の確保を図るため、事業所ごとに、当該事業所の設

備の安全点検、職員、利用者等に対する事業所外での活動、取組等を含めた事業所での

生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他事業所に

おける安全に関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）

を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研修及び訓練を

定期的に実施しなければならない。 

３ 事業者は、利用者の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよう、保護者に対

し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。 

４ 事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を行うも

のとする。 

 第１２条の次に次の１条を加える。 

 （業務継続計画の策定等） 

第１２条の２ 事業者は、事業所ごとに、感染症や非常災害の発生時において、利用者に

対する支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画（以下この条において「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継

続計画に従い必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 事業者は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓

練を定期的に実施するよう努めなければならない。 
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３ 事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更

を行うよう努めるものとする。 

 第１３条第２項中「必要な措置を講じる」を「、職員に対し、感染症及び食中毒の予防

及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期

的に実施する」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （安全計画の策定等に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の第６条の２の規定の

適用については、同条第１項中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」

と、同条第２項中「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、同

条第３項中「周知しなければ」とあるのは「周知するよう努めなければ」とする。 
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